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      環 境 経 営 方 針 

 
基本理念 

 

 私たちは、地球環境問題が人類共通の重要な課題であると認識し、地球環境の

保全と環境に係わる社会貢献を目指した企業活動を推進します。 

また、関連する環境関連法規制を遵守し、自主的、積極的に環境経営に 

取り組み、継続的な環境負荷の削減に取組みます。 
 
 
 

基本方針 
 

当社は技術商社として自ら環境活動を実践していくと共に、技術商社
として持続可能な社会を目指し、安全の確保と環境負荷低減に寄与す
る商品・サービスの開発・販売に環境負荷の少ない商品の販売に積極的
に取組んでいくべく、次の方針を定める。 

 

１． 安全・環境関連事業の拡大 

安全の確保・環境負荷低減に寄与する商品・サービスの開発・販売に積極的に取り
組む。 

２． オフィス環境対策 

紙資源の有効活用と使用量の削減、廃棄物の再資源化率向上、電気・水道使
用量の削減、グリーン調達の購入に取り組む。 

３． 業務上の環境対策 

給油船の効率運航を行い、燃料消費の節約に努める。 

４． 環境教育 

ポスターの掲示、社内教育を通じて環境への意識を高める。 

５． 社会貢献活動 

商船三井グループ環境活動、地域環境活動に積極的に参加する。 

 

制定：２００６年１０月 １日 

改定：２００７年 ４月２３日 

改定：２０２０年 ３月 ６日 

改定：２０２２年 ６月２１日 

商船三井テクノトレード株式会社 

代表取取締役社長 

川越 美一 

エコアクション２１ 
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１．事 業 の 概 要 

 
（１） 事業者名及び代表者名 

 
商船三井テクノトレード株式会社 
代表取締役社長 川越 美一 
 

（２） 事業所所在地 

 
事業所 所在地 床面積 従業員数 
本社 
東京都千代田区神田錦町２－２－１ 

 
895㎡ 

 
117人 

関西支店 
兵庫県神戸市中央区中町通２－１－１８ 

 
488㎡ 

 
54人 

ＫＤＣ(Kobe Distribution Center) 
兵庫県神戸市兵庫区今出在家町３－１－３３ 

 
1,003㎡ 

 
9人 

九州支店 
福岡県北九州市若松区本町２－１７－１ 

 
145㎡ 

 
21人 

合 計 2,531㎡ 201人 
*従業員数は 2021年 3月 31日現在 

 

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

 
   環境管理責任者 ：専務取締役 冨髙 崇生 
   エコアクション２１事務局 ：業務部  渡辺 直樹 
   TEL:03-6367-5300 
   FAX:03-6367-5511 

 

（４） 主な事業内容 

 
・ 船舶用機械・部品・資材の販売 
・ 船舶用燃料油・潤滑油の販売 
・ 陸上プラントの空調設備・産業用機器の設置及び保守 
・ 不動産販売、賃貸売買仲介、園芸用品、環境関連商品の販売 
・ 海洋土木工事用資材の納入販売 
・ 船舶技術コンサルタント 
・ コンテナ及びコンテナ輸送用機器・部品の販売、賃貸借・仲介・修理・保守・整備 
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※弊社取扱 環境関連商品の一部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５） 事業の規模 

 
     

活動規模 単位 2020年度 2021年度 2022 年度 
売上高 百万円 39,668 50,570 62,773 
従業員 人 206 201 224 
床面積 ｍ2 2,662 2,531 2,531 

 
 

売 上 高               経 常 利 益 
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２．対象範囲及び実施体制 

（１） 対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ＫＤＣは関西事業所配下で管理する。 

＊白島国家石油備蓄基地事務所は「白島石油備蓄株式会社」のＥＭＳ(ISO14001)に組み込まれているため 

当社のＥＭＳ対象範囲外とする。 

＊国外の欧州支店は対象範囲外とする。 
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（２）役割・責任・権限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職　　名 役割・責任・権限

・環境委員会の主催

・代表取締役に代わり環境経営システム全体の構築、実施、管理に対する責任と必要な権

　限を持つ

・環境委員会審議事項および確認決定事項の代表者(経営会議)への報告

・環境経営活動の承認

・苦情に対する是正措置の承認

・環境コミュニケーションの承認

・環境経営計画及び目標並びに活動の審議および確認。

・環境数値目標の審議および各部門への必要な指示

・各部門よりの苦情に対する是正措置の審議

・環境経営リポート内容の審議および確認

・環境活動報告の審議および確認

・教育訓練実施案の確認

・外部コミュニケーションの確認・審議

・環境経営計画及び目標の立案

・環境数値目標の集計作業

・文書および記録の管理

・環境関連法規・規則の管理

・内部監査年度計画の作成

・各種報告書の作成および評価

・環境経営レポートの作成および公開

・教育訓練の実施案作成

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

環境委員会事務局

・環境経営に関する総括責任。

・環境経営における課題とチャンスの明確化

・環境経営システム実施体制の承認。

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等の経営資源を準備。

・環境管理責任者(環境委員長)を任命する。

・環境経営システムの評価と見直し(環境経営方針・環境経営目標・環境経営計画・

　実施体制)を行い必要な指示を環境経営責任者に行う。

・環境経営レポートの承認

代表取締役

環境管理責任者

環境委員会

全従業員

・環境管理責任者、環境委員会及び当該部署長の指示に基づき行動するとともに、決めら

　れたことを遵守し、自主的・積極的に環境活動に参加する。

・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚する。

各部門長

・自部門に関連する「環境関連法規」の遵守状況の確認及びチェック

・自部門における教育訓練の実施

・自部門の環境委員の選任

・自部門の苦情に対する指示および是正措置の立案並びに環境委員会への報告

内部監査員 ・内部監査の実施及び報告
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３．環境への取組状況 
  
（１）オフィスにおける環境経営目標と環境経営目標に対する環境負荷実績 
  

①  2022年度環境目標 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②  2022年度環境負荷実績値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

電力使用量 kWh 2021年度比1%削減

燃料使用量

ガソリン ℓ 同上

*2 水・及び都市ガスは関西支店配下のKDCのみで把握可能な数値である。

都市ガス*2 ｍ3/人 2021年度比1%削減

ＯＡ用紙使用量 枚 2021年度比1%削減

グリーン調達率

軽油 ℓ 同上

*1 CO2削減目標は電力使用量・ガソリンおよび軽油の使用量削減目標による目標値

％ 調達率60%以上

リサイクル率 ％ リサイクル率75%以上

水使用量*2 ｍ3/人 2021年度比1%削減

各項目 単位 2022年度目標

ＣＯ2排出量削減 *1 ｔ-ＣＯ2 2021年度比1%削減

廃棄物排出量 kg 2021年度比1%削減

ＫＤＣのみ

100.0%

32.0%都市ガス ｍ3 2021年度 31.7 31.38 98.00

88.8%

軽油 ℓ 2021年度 400 396 400

142.5%

関西支店および九州支店

74.0% 123.3%％ 2021年度 67.1% 60%

137.9% Ａ４換算枚 893,1252021年度

110.3%

141.1% 142.5%

*1　購入電力の二酸化炭素排出係数は、環境省令和3年1月発表の「電気事業者別排出係数の調整後排出係数」より算出

　　 本店→東京電力(0.442kg-CO2/kWh)・関西支店→関西電力(0.318kg-CO2/kWh)・九州支店→九州電力(0.370kg-CO2/kWh)・ＫＤＣ→コスモ電気(0.497kg-CO2/kWh)

2021年度 100%

ＯＡ用紙使用量

環境関連商品の販売拡大 ％ 101%

グリーン調達率

641,000884,194 71.8%

ＫＤＣのみ

オフィス関連の数値

5,726

75.0%

95.28

202

188,188

備　考

93.8%

166.9%

150.7%

目標達成率

112.1%

基準年度比

113.1%

309.1%

111.5%

各項目

廃棄物排出量
一般

71.3%

ｔ-ＣＯ2ＣＯ2排出量削減

リサイクル率（一般）

単位
2022年度
目標値

水使用量

総排出量

kg

ｍ3

産廃 kg

電力使用量 *1

燃料使用量

ガソリン ℓ

％

9,350 9,257

kWh 190,089

83.42

2021年度 3,064 3,033

59.3%121

-

2021年度

基準年度

84.26

120

基準値

200,848

99.0%

2022年度実績

87.5%

93.7% 105.7%

2021年度

2021年度

14,090 65.7%

2,721

2021年度

2021年度

5,784 88.3%

66.9%

5,106

89.2%
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（２）給油船輸送効率(努力目標) 

 
① 2022年度努力目標 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 2022年度給油船輸送効率実績値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）CO2排出量 
 

① 総排出量及び排出量割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各項目

関西 2021年度比1%削減給油船効率運航

東京 ℓ/kℓ

基準年度

全社

2022年度目標
単位

ℓ/kℓ 4.494 2021年度比1%削減

2021年度

5.778 2021年度比1%削減

ℓ/kℓ 3.569

※給油船効率運行とは、顧客への給油量１kℓ当たりに消費された当社給油船（傭船を含む）
　の燃料消費を表したものである。
　給油船からのＣＯ2排出量は業務量及び気象・海象に大きく影響される事、又 給油船の
　ＣＯ2排出量が当社のＣＯ2排出量の多くを占め、オフィス活動におけるＣＯ2排出量変化の
　実態が把握しにくくなるため、努力目標として別途管理する。

重油消費量(kℓ)
基準年度
2021年度

単位

全社

東京

関西給油船効率運航

昨年度711kℓ105.5%

110.7% 昨年度328kℓ

115.0%

3.192

510

304

8144.494 4.218

5.778 4.974

ℓ/kℓ 3.569

5.720

3.533

4.449ℓ/kℓ

備　考2022年度実績
2022年度
目標値

ℓ/kℓ 昨年度383kℓ

目標達成率各項目

2021年度 2022年度

排出量実績値（kg-CO2） 排出量実績値（kg-CO2）

東京地区 1,037,930 1,381,518 60.05%

関西地区 888,880 823,728 35.81%

76,053 87,706 3.81%

7,113 6,318 0.27%

1,032 1,050 0.05%

68 206.6 0.01%

2,011,076 2,300,526 100.0%合計

2022年度
排出割合

給油船（重油）

項目

電力

ガソリン

軽油

都市ガス
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② 給油船(重油)を除く排出量及び排出割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（４）主な環境経営活動の内容 
  
１) オフィス環境対策 

 
①OA用紙使用量削減  
・裏紙使用の徹底 
・分割・両面コピーの奨励 
・関西支店における FAX のペーパーレス化 
②電力使用量削減について 
・COOL BIZ及び WARM BIZ の実施 
・不要照明の消灯実施 
・昼休みの消灯励行実施 
③ゴミ総排出量削減について 
・ポスター掲示により社員へゴミの分別を啓蒙し徹底した。 
④リサイクル率の向上（意識の向上）について 
・裏紙のリサイクル箱を設置した。 
・ポスターを掲示し、社員に対して啓蒙を行った。 
⑤グリーン調達率向上について 
・調達率向上を目標に、一括購入等を行い、事務用品全体の購入量を抑えることも目標とした。 
⑥水の使用について 
・節水コマの設置を行った 
・ポスターを掲示し、社員に対して啓蒙を行った。 
⑦都市ガスについて 
・夏場の給湯器使用を控えるなど、不要な利用を減らした。 
 

２) 業務上の環境対策 
 
① 給油船による給油作業について 
・油種、給油地、給油時間、数量によって、効率的な配船計画を立てて輸送燃料節約のた
め効率運航に努めた。 
 

2015年度 2022年度

排出量実績値（kg-CO2） 排出量実績値（kg-CO2）

電力 76,053 87,706 92.05%

ガソリン 7,113 6,318 6.63%

軽油 1,032 1,050 1.10%

都市ガス 68 207 0.22%

合計 84,266 95,280 100.0%

項目
2022年度
排出割合
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③ 社有車について 
・急発進・急停車をなくし、エコドライブに努めると共に、社有車の必要性の有無を行い、必
要の無いものについては廃車等を行い、また公共交通機関などを利用し極力社有車の利
用を減らすよう努めた。 

④ 宅配便利用について 
・顧客の理解及び配達地域が対象の場合、環境活動に積極的な宅配業者を利用するよう
に努めた。 

⑤ 「新規ビジネス推進室」を中心に、本格的に、新たな環境商材・サービス等の開発に動き出
し、当社のビジネスチャンスを拡大する素地が確立した。 

 
３) 環境関連事業 
 
ＰＢＣＦ（プロペラ効率改善装置）等の環境関連商材の拡販を通じて、環境負荷低減に資する製
品の販売促進を行った。 

 
４) 環境教育 
 
社内掲示及び社内イントラ等を利用し節電・ＯＡ用紙の削減の周知徹底をはかった。 
 

５) 社会貢献活動 
 
「地球に緑のプレゼント」、「地球に愛を、子どもにワクチンを」それぞれの運動に参加し、使用済
みカード、切手、書損じ葉書、ペットボトルキャップの回収に努めて、各 NPO団体へ送付した。 
 

 
（５）環境活動取組み結果の評価 

 
事業活動としては、概して燃料価格の上昇および外為の円安の影響で、年間を通じて好調な
売上および利益を確保でき、昨年度比増収増益となるとともに、特に各段階の利益については
2000年(合併設立)以来の最高益となる大幅な増益となった。 
環境数値目標としては、上記業務量の増加および、新型コロナ渦の出社制限解除等により、 
３－（１）－②「2022年度環境負荷実績値」に示す通りとなった以下項目毎に結果を評価する。 
 

１) オフィス環境数値 
 

① OA用紙使用量の削減 

目標値に対して達成率 137.9%と目標を達成することが出来た。従来のＦＡＸのペーパーレス、

本社においてグループアドレスを導入した事による、紙資料の削減及び電子化に加え、顧

客のご理解ご協力により、納品書・受領書を複写式帳票から単票(A4ＯＡ用紙)へ変更を行

った事などにより、新型コロナによる出社・出張制限が解除され業務量が拡大し、多くの消費

系数値が悪化する中、目標を達成することが出来た。 

引き続きＯＡ用紙使用の削減に取り組む。 
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② 電力使用量削減 

目標値に対して達成率 93.7%と目標値を達成するには至らなかった。本社移転後の空

調方式の変更後(ガスから電力へ変更)2 年目の計測となるが、昨年度比、5.6%増とな

ってしまった。原因としては、コロナ禍の出社制限が緩和されたことによる、出社人

員の増加および、今治出張所への出張再開並びに、過去最高益となる業務量の増大等

が大きな要因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 事業系一般廃棄物総量の削減 

目標値に対して達成率 112.1%と目標を達成することが出来た。 



 - 12 - 

ただ内容的には、本社においては、第一四半期の目標達成率は 200%を超えたが、他の期は平

均達成率 71.8%と目標を達成できていない、さらに期を重ねるごとに排出量の絶対数が増えてい

る。これは基準年の第一四半期において、移転時(基準年 5 月移転)の廃棄物数量が含まれてお

り、その影響で、200%を超える達成率となった一方。新型コロナによる出社制限が徐々に緩和さ

れたことによる出社人員の増加が廃棄物の増加につながったと思われる。 

九州支店において第三・第四四半期の目標達成率は 400%を超えたが、基準年において書類の

整理廃棄(溶解処理)を各々200ｋｇ行っていたために、今年度先に示した目標達成率となった、逆

に、第二四半期においては、今年度書類の整理廃棄(100ｋｇ)を行ったため目標達成率 44.1%とな

った。それらの影響を除外したとしても、九州支店における今季の廃棄物の絶対的数値は基準

年より少なくすることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ リサイクル率の向上 

リサイクル率 66.9％(目標値 75%)と目標を達成することが出来なかった。 

従来可燃ゴミはサーマルリサイクルとして、再資源化に算入していたが、従業員の廃棄物分

別の意識づけを確かな物とするため、昨年度(基準年)よりマテリアルリサイクルのみを集計し

新たに目標設定を行ったが、各拠点とも目標達成率 90%前後の達成率となった。来年度以

降廃棄物分別の周知徹底を行いリサイクルの向上につとめる。 

(廃棄物計量が本社以外は全量計量ではなく、一部サンプリングによる概算であることも分別

不徹底の要因となっている。) 

 

⑤ グリーン調達率向上 

グリーン調達率 74.0%(目標値 60%)と目標を達成するこが出来た。 

昨年度(67.1%)と比べても調達率は向上しており、本社における集中購買による調達率向上

が主な要因と思われる。また、グリー調達率の向上以外に、各部で重複した在庫を持つ事

がなくなったことなどにより、購買金額も現時点では減少している。（今後出社が増えた事に

よる、文具等の消耗品増も考えられる。） 
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⑥ 水使用量 

水の使用について（ＫＤＣ・今治出張所にて把握可能な数値） 

目標値に対して達成率 59.3%と目標を大きく下回った。 

ＫＤＣにおける水使用量が基準年とほぼ同等だった事を考慮すると、主な要因はコロナ禍に

おける今治出張所への出張が行われなかったものが、今年度再開したことによると思われる。 

当社における計測可能な絶対的な水使用量は一ヶ月あたり 16.8ℓと少ないため(世帯人員 2

人の一般家庭と同程度)使用状況により目標達成率が大きく左右されるため計測可能な拠

点の水使用量に関しては節水に努めると共に注視していく。 

 

 

⑦ 都市ガスについて（ＫＤＣ・今治出張所にて把握可能な数値） 

目標値に対して達成率 32.0%と、目標を大きく下回った。 

要因としては、水とほぼ同様である。 

当社における計測可能な絶対的なガス使用量は一ヶ月あたり 8.2㎥と少ないため(世帯人員

2人の一般家庭の 1/3以下)使用状況により目標達成率が大きく左右されるため計測可能な

拠点のガス使用量に関しては節約に努めると共に注視していく。 

 

２) 業務上の環境数値 

 
① 給油船の給油作業について 
従来、監視測定項目として給油船の燃料消費(CO2 排出)に関しては、1kℓの給油に対す
る燃料消費(ℓ)を輸送効率として表し、監視測定してきたが、当社の CO2 排出の約 95%
が給油船の燃料消費で有ること等から 2011 年度より新たに目標を設ける事とした。 
具体的な数値目標としては、当社は省エネ法の特定荷主には該当しない(概算 2千万 t･
km以下)と考えられるが、省エネ法に準じて、毎年原単位１％改善を努力目標と設定し
た。 
全体として、目標達成率 106.5%と努力目標を達成でき、重油消費量に関しては 814ｋℓ
と昨年度より約 14.5%増であった。また、補油量についても 22.1%増となり、目標を達
成することができた。補油量については、原油高による燃料高騰は以前同様であるが、
円安の影響により、外航船が日本国内で補油した方が割安であることから、需要が増
加したこと、および期せずして東京湾内において給油船が２隻から３隻に増えたこと
により、これら需要をうまく取り込めたことが要因と思われる。 
関西地区においても今年度は目標を達成することができた。 
詳細は以下の通り。 
 

・東京地区(東京湾) 
効率的な配船業務を心がけた結果、目標達成率 115.0%と目標を達成することが出来た。 
燃料価格が高値であった事に変わりはないが、同時に進行した円安の影響により日本国内で
の補油の需要が高かった事、およびその需要をうまく取り込めたことにより、目標を達成すること
ができた。重油消費量の増加は給油船が 1隻増えた事による増である。 
 

・関西地区(大阪湾) 
従来どおり効率配船に勤めたが、目標達成率 69.7%と昨年度よりさらに低い数字となり、70%を切
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る事となった。受注数量が小口化していることに加え今期はフェリー等の大型案件の失注があり
今回の様な結果となった。 
東京地区と関西地区の輸送効率差異発生の原因は、関西地区は相対的に大口顧客が多いこ
とと給油海域の範囲の違いによる。 
東京地区は千葉県館山市から神奈川県三浦市までほぼ東京湾全域を給油範囲としているが、
関西地区は、大阪府泉佐野市から兵庫県神戸市までと東京地区に比べて給油範囲が狭い。ま
た、東京地区は、より外洋に近く海象・気象の影響を受けやすいのも一因である。 

 
② 社有車について 
ガソリンに関し、省エネ運転及び一部の社有車利用をハイブリッド車に変更することにより、目
標値に対して達成率 111.5%と目標を達成する事が出来た。 
軽油に関しても目標達成率 99.0%とほぼ目標を達成することが出来た。 
軽油の集計方法がドラム缶(200ℓ)の購入ベースによるものとなっているため、実使用量との間
に若干差異があるためと、思われる。 
ＫＤＣにおいて現在電気フォークリフト 2 台の運用を行っているが、残りの 1 台のディーゼル
フォークリフトに関しては、絶対的な重量物運搬能力の問題から電気フォークリフトへの転換
は難しい。 
 

３) その他環境への取り組み 
 
① 海洋環境保護及び船舶の安全運航を目的として設立された非営利団体グリーンアウォード
財団（本部：オランダ、ロッテルダム）がクオリティ・シッピング（註 1）促進のために世界規模で
取組んでいる「グリーンアウォード・プログラム」（註 2）への参加を引き続き行っている。 
当社は、グリーンアウォード認証取得船舶および認証取得船社に対しプロペラ装着型省エネ
装置「PBCF」を成約価格から 3％割引で販売することにより、インセンティブを与え環境負荷
低減を後押ししています。さらに、グリーンアウォード財団による船社審査の水中騒音及び振
動対策の項目において、PBCF を搭載する船舶を保有する船主に対して加点が与えられる
ことになりました。 
当社は、これからも商品開発や技術革新を通じてお客様や社会のニーズに応え、環境負荷
軽減に取り組んでいきます。 
 

（註 1）クオリティ・シッピング 
クオリティ・シッピングとは安全（海難防止）と環境（海洋環境保全）の両面から船舶
管理や船舶運航の質を高めようとする運動のこと。 

（註 2）グリーンアウォード・プログラム 
グリーンアウォード・プログラムは、環境負荷低減や安全運航に寄与する優良船舶
をグリーンアウォード財団が認証し、その趣旨に賛同する企業がインセンティブを与
えることで、船舶や船員の質を向上させ、海洋環境の保護を目指すことを目的とし
た制度です。 

 
②Ｗｅｂ会議システムの活用 
従来から利用している拠点間の打ち合わせや会議だけでなく、社内講習会や説明会など国
内外とのコミュニケーションツールとして有効に利用し、人の移動にともなく、コストと 
ＣＯ2の削減に貢献できた。 
 

③ 従来の環境配慮型商品拡販 
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PBCF(プロペラ効率改善装置)・遮熱塗料・BY･FAR Z(低環境負荷洗剤)等の環境配慮型
商品の拡販に努めたが、売上の多くを占める PBCF においは、昨年度比 1.4 倍の売り
上げを上げることが出来た。要因としては、原油高による燃料高騰により、省エネ装
置としてパイオニア的存在である当該商品が再度注目されるようになった事及び、
「世界で最も販売されている舶用省エネ装置」としてギネスの記録認定を受けるなど、
他社の同様な製品との差別化に成功したことによると思われる。 
一方その他の環境関連商材に関しては、売上ベースで前年度比約 76.3%と落ち込んで
しまった。 
 

④ 新規商材・事業の開拓 
 

(1)バイオディーゼル燃料による燃料補給船の運航に成功 
当社が保有・運航する燃料補給船「テクノスター」において、油藤商事株式会社より
供給されたバイオディーゼル燃料（BDF）による運転に成功しました。 
 
さらに、日本海事協会は、BDF 燃焼中の船舶からの窒素酸素（NOx）排出量が、MARPOL 
条約を含む国際規制で定められた排出制限内であることを認証しました。これは日本
で初めての Class NK による認証となります。 
 
燃料として容器に使用されている BDFは、回収した廃食用油とメタノールとのエステ
ル交換反応により生成される脂肪酸メチルエステルです。 
 
BDFはバイオマスエネルギー資源であり、燃焼時に二酸化炭素（CO 2）を排出します
が、その原料となる植物が CO 2 を吸収してバイオマスを再生するため、燃焼時の CO 
2 排出量を削減できます。本船に供給される BDF は、日本で初めて A 級重燃料との混
合比を 30％以上に高めて使用されており、これにより CO 2排出量を 25～30％削減す
ることが見込まれます。 
 
商船三井グループは、2021 年 6 月に発表した「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」
において、2050 年までに温室効果ガス排出実質ゼロを達成するという目標を掲げ、
「クリーン代替燃料の導入」への取り組みを掲げています。この目標を達成するため
に、バイオマスを化石燃料の効果的な代替品として位置づけています。当社グループ
は、自社の事業活動からの温室効果ガス排出量の削減だけでなく、地球環境の保護を
求めるお客様や社会全体の要請にも継続的に取り組んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（テクノスター：二重底二重船体構造の燃料補給船、2017年竣工） 
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(2)「テクノエース」国内バンカー船初の「内航船省エネ格付け」最高評価の 5つ星を獲

得した「テクノエース」東京湾就航 
「テクノエース」は、省エネ船体開発により、その優れた環境性能から、国土交通省
が認証する「内航船省エネルギー格付け制度」において国内バンカー船では初の最高
評価 5 つ星を獲得しました。また省エネバルブ・フィン舵を搭載することで燃費削減
をはかり更なる省エネ効果を追求します。一方、接舷時の安全性を高めるため、燃料
供給船 STS係船システムを開発、本船に装備しております。 
 
本船は今後艤装工事を経て、2022年 3月に竣工、同年 4月に東京湾で就航いたしまし
た。 
 
当社は、環境・安全ビジネスを通して、地域社会への貢献をはかり、あらゆるステー
クホルダーに付加価値を提供し続けてまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2022年 4月に就航したテクノエース) 

 
(3) 航空宇宙工学技術の風力発電船への適用検討を 4社が開始 

～風力発電を活用した船舶開発の新局面～ 
当社親会社である商船三井株式会社、東海大学、株式会社三井造船昭島研究所株式会

社および当社は、航空宇宙工学技術を応用した船舶の風力推進に関する共同研究を開
始することに合意したと発表しました。 

 
商船三井、三井造船昭島研究所、当社は、共同開発した風を推進力として温室効果ガ

ス（GHG）排出量を削減する「ISHIN 船設計」の採用を進めています。今回、維新の船
舶設計に航空宇宙工学の技術を取り入れた風力発電船の船体形状の最適化を目的とし
た、東海大学航空宇宙学部の福田耕太准教授とのより高度な共同開発を実施する。 

 
本船に「ISHIN船舶設計」を採用することにより、アジア・北米航路では約 5％の GHG

排出量削減が可能ですが、航空宇宙工学分野で培った航空力学技術を導入することで
12％以上の削減を目指します。 

 
商船三井グループは、「商船三井グループ環境ビジョン 2.1」において、2050年までに

グループ全体でネットゼロエミッションを達成するという目標を掲げています。当社は、



 - 17 - 

グループ一体となって船舶からの温室効果ガス排出量削減に向けた技術開発と社会実
装を積極的に推進し、事業活動に伴う環境負荷低減に向けたお客様や社会のニーズに応
え、社会の実現に貢献してまいります。 

 
福田康太教授らは、ロケットや航空機の周囲の流れ現象を調べる流体力学の研究、高

性能ソーラーカーやソーラー無人飛行機の開発、さらには独自のシミュレーション技術
の医療分野への応用などを進めてきた。今回の共同研究により、両社は船舶工学や外航
船開発など研究分野を拡大していきます。 

 
本研究は、日本船舶機械工業会（JSMEA）の「2022年度新製品開発助成事業」に採択さ

れ、「日本財団」からの助成を受けて研究開発成果の社会貢献に向けた事業化に向けた取
り組みが進められています。 

 
 
 
 
 
（4）船舶の燃料効率向上・温室効果ガス排出削減に向けた 3 社の戦略的提携を締結 

当社親会社である商船三井株式会社、株式会社三井造船昭島研究所および当社は、商
船三井グループ運航船舶の燃費効率を向上させ、船舶の温室効果ガス（GHG）排出量を最
小限に抑えるための戦略的パートナーシップを締結しました。 

 
ビジネスのあらゆる側面においてテクノロジーがますます重要な役割を果たす中、商

船三井グループは、変革を成功させるために、さまざまな省エネデバイス（ESD）を活用
し、商船三井グループが運航する船舶にテクノロジーを導入することで、事業開発を加
速する必要性を認識しています。最も効果的かつ即時の方法で燃料効率を改善し、GHG 
排出量を削減します。 

 
今回の提携により、商船三井の FOCUSプロジェクト、当社の ESDマーケティングや効

果検証の幅広い豊富な経験に裏打ちされた技術リソース、三井造船昭島研究所の 3社の
総合力のシナジーを発揮します。海洋技術の研究とエンジニアリングの専門知識に専念
するため、3 社の約 30 人のプロジェクト専門家からなる特別タスクフォースが関与し
て、燃料効率を追求し、船舶からの GHG 排出量を直ちに削減します。今回の提携では、
EcoMOL株式会社との連携により、2024年度末までに燃費 5％改善（2019 年度比）という
明確な目標を設定しました。船舶運航の効率化を目的として 5月にフィリピンに設立さ
れた。 

 
具体的には、パートナー企業は船舶ごとに異なる特性や条件を総合的に検討し、最適

なトリム、高度な低摩擦・防汚塗料の採用、最適なプロペラ改修、最適な ESD組み合わ
せの検討、導入など 18 種類の対策を組み合わせて実施します。さまざまな省エネ技術や
設備をタイムリーに導入。また、入渠整備時だけでなく、接岸・錨泊時などの各船舶の
最適な整備見直しにも対象を拡大し、あらゆる機会を活用して船舶の性能向上を図るこ
とができます。 

 
さらに、設備から容易に取得できる粒度の高い運用ビッグ＆リッチデータを活用し、

高精度な分析と効果検証、PDCAサイクルに沿った継続的改善を行うことで、効果的かつ
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計画的にプロジェクトを拡大していきます。すでに FOCUSプロジェクトで船舶に設置さ
れており、エンジニアリングベースのアプローチを推進しています。 

 
（5）海洋の安全と安心のための海洋と宇宙の連携 

7 社と OPRI が日本で衛星 VDES コンソーシアムを発足 
株式会社 IHI、古野電気株式会社、株式会社アークエッジスペース、TST 株式会社、

日本無線株式会社（JRC）、三井物産株式会社、当社と笹川平和財団（SPF）の海洋政策研
究所（OPRI）は、海上デジタル通信のためのより信頼性が高くアクセスしやすいインフ
ラストラクチャに対する需要の高まりに応える取り組みを支援するため、衛星 VDES コ
ンソーシアムを立ち上げた。 

 
コンソーシアムの設立総会は、公式規則の承認と議長および共同議長の任命を受けて、

2022 年 10 月 13 日に開催されました。コンソーシアムの会長には志佐 章氏（株式会
社 IHI）、共同会長には佐野 芳弘氏（当社）、荻野 市弥氏（古野電気株式会社）が就任
し、OPRI事務局として。また、本コンソーシアムに対する複数の関連分野の専門家から
のアドバイスも確認されました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

準備会議に臨むコンソーシアムメンバー（2022年 9月 15日） 
 
  
 

衛星 VDES コンソーシアムのアドバイザー 
 

名前      所属 
加藤浩一 一般財団法人日本船舶技術研究協会 常務理事 
佐藤亨 東京大学大学院新領域創成科学研究科海洋技術環境学専攻 教授 
柴崎良介 東京大学 空間情報科学研究センター 教授 
庄司るり 東京海洋大学理事・副学長・教授 
角南 篤 政策研究大学院大学 学長補佐・特任教授 
中須賀真一 東京大学工学部航空宇宙工学科 教授 

  
衛星 VDES 

 
VHF Data Exchange System (VDES) は、海上と港を結ぶネットワークを構築するため
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の革新的な海上デジタル通信システムです。VDES は、双方向通信と、物流および出荷管
理のために船舶を識別するために使用されている現在のシステムである自動識別シス
テム (AIS) よりも最大 32 倍高いデータ レートを提供できます。さらに、衛星を介し
た VDES 通信は、地球規模で海上の安全とセキュリティを向上させ、リアルタイムの航
行と通信をサポートすることが期待されています。 

 
衛星 VDES コンソーシアム 

 
Satellite VDES Consortium は、産学官のパートナーシップを通じて、Satellite VDES 

の商用化と推進を促進するプラットフォームの構築を目指しています。このコンソーシ
アムの取り組みにより、国際海事社会における日本の存在感が高まり、海洋分野におけ
るデジタルトランスフォーメーション（DX）が加速することが期待されている。活動に
は、ユースケースやビジネスモデルに関する議論、地上 VDESの現地実験、これらの衛星
を活用したアプリケーションサービスの開発などが含まれます。 

 

４．環境関連法規の違反、訴訟等の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境関連法規への違反はなく、関係機関からの違反等の指摘は過去３年間ありません。
訴訟等については、１件もありません。 

毒物及び劇物取締法

販売業の登録
譲渡手続き
ＭＳＤＳの提供

無 無 無

無 無 ○

○

自動車リサイクル法

長期利用に努める
再生資源及び再生部品の利用を促進
国・地方公共団体・事業者の行う措置に
協力する。

無 無 無

フロン排出抑制法

管理者判断基準の遵守
フロン類算定漏洩量等の報告
3ヶ月に一度の簡易点検の実施

無 無 無

無

製品の長期間使用、再生資源
および再生部品の利用の促進に
努めるとともに、分別回収や販売
店を通じた引き取りなど、国、地方
公共団体、事業者が実施する措
置に協力する

無

無 無

無 無

無

無 無 無

無 無

環境関連法規

廃棄物の処理及び清掃に
関する法律

海洋汚染等及び海上災害
の防止に関する法律

主な遵守事項

産業廃棄物の収集、運搬、処分等の委託
基準等

油濁防止管理者の選任
油濁防止規定の制定等

消防法及び
関係条例

防火・防災管理者の任命・届出
避難経路の確保
自営消防組織の設置

特定家庭用機器
再商品化法

(家電リサイクル法)

使用済自動車の再資源化
等に関する法律

自動車の長期使用・使用済自動車
となることの抑制及び使用済自動車の再
資源化等の促進等

2020年

事業所所在地の廃棄物
処理条例

資源有効利用
促進法

無

事業系廃棄物の減量・抑制等

無

対象機器の長期使用・排出抑制・
排出時の収集運搬及び再商品化
にかかる費用の負担等

2022年

無 無 無

2021年

無 無

○

○

○

結果

○

○

○

○

○
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５．次年度以降の環境負荷低減目標及び努力目標 
 

（１）オフィス環境負荷低減目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   アクションプラン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目　標 アクションプラン

OA用紙使用量削減 4半期毎の集計で使用量を把握し、集計ツールを有効活用し、ﾐｽ
ﾌﾟﾘﾝﾄの削減、分割ｺﾋﾟｰ･両面ｺﾋﾟ・小冊子印刷ｰを奨励し、OA使
用量の削減に努めると共に、FAXのペーパーレス化をはじめ書類
の電子化を推進する。

COOL BIZ、WARM BIZを実施し、夜間、休日時の不要照明の消
灯、昼休みの消灯を励行し、電力使用量削減に努める。

また、電化製品の新規購入分については、省ｴﾈﾀｲﾌﾟへの切替を
励行する。

さらにPCの電源管理やモニター輝度の調整等を行い更なる電力
削減を目指す。

ガソリン・軽油 急発進・急停車を避けアイドリングストップを
使用量削減 心がけ、ガソリン・軽油の使用量削減に努める。

また、自動車の必要台数をチェックし余剰等有るようなら、廃
車等を検討する。

OA用紙の使用量を監視しながら、OA用紙の効率的な使用を進
め、ｺﾞﾐ総量の削減を目指す。
ﾎﾟｽﾀｰ等の掲示で社員への啓蒙を促す。

リサイクル率向上 分別箱への識別表示、ﾎﾟｽﾀｰ等の掲示を行い、社員への意識をさ
らに深める

グリーン調達率向上 ｸﾞﾘｰﾝ商品調達率の向上を目指すとともに、必要数以上の在庫を
持たないよう努め、事務用品全体の購入量を抑える事も目標と
する。

節水コマの取付け状況を確認し、取付けが済んでいない物に関
しては順次交換をしてゆく。
ﾎﾟｽﾀｰ等の掲示で社員へ節水の啓蒙を促す。

都市ガス使用量 不必要な給湯器の利用を避けガス使用量の節約に努める。

電力使用量削減

ゴミ総量削減

水使用量

kg
890

(2022年度)

2022年度比3%削減 2022年度比4%削減

195.9㎥ 193.9㎥

調達率70%以上 調達率70%以上

2021年度比103%以上 2021年度比104%以上環境関連商品の販売拡大
2021年度の売上

を100として

66.6

100

調達率70%以上

2021年度比102%以上

グリーン調達率

㎥
202

(2022年度)

枚

98.0
(2022年度)

80.9t

13,200
(2022年度)

2,272,314ＯＡ用紙使用量

単位 2023年度 2024年度

94.0

208,072

2021年度比2%削減

198.0㎥

84.26

各項目

燃料使用量

ガソリン

軽油 ℓ 800

5,169

㎥

単年度目標

リサイクル率75%以上リサイクル率75%以上

中期目標

2021年度

基準年度

2025年度

2021年度比3%削減

81.7t

2021年度比4%削減

※1　水・都市ガスの使用量は集計可能な関西支店配下のＫＤＣ及び今治出張所のみの数値

電力使用量 kWh

都市ガス *1

2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

784.0ℓ 776.0ℓ 768.0ℓ

リサイクル率 ％ リサイクル率75%以上

水使用量 *1

ℓ

ＫＤＣ産業廃棄物排出量

2021年度比2%削減

kg

2022年度比2%削減

廃棄物排出量

一般廃棄物 kg 5,784
2021年度比2%削減

5,668㎏

2021年度比3%削減

産業廃棄物

5,610㎏

2021年度比4%削減

5,552㎏

2022年度比同程度

872㎏

2023年度比同程度 2024年度比同程度

863㎏ 854㎏

2021年度比2%削減

203,910.6kWh

2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

201,829.8kWh 199,749.1kWh

2021年度比2%削減

5,065.6ℓ

2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

5,013.9ℓ 4,962.2ℓ

2021年度比4%削減

96.0㎥ 95.1㎥ 94.1㎥

2021年度比2%削減 2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

2021年度比3%削減

2,226,868枚 2,204,145枚 2,181,421枚

2021年度比2%削減 2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

12,936.0㎥ 12,804.0㎥ 12,672.0㎥

ＣＯ2排出量削減 (オフィス関連) ｔｏｎ-CO2
2021年度比2%削減

82.6t
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（２）給油船の努力目標 
 

 

 

 

 

 
 
 

・目標設定にあたっては、給油船の当社における CO2排出割合が大きく、オフィスにおけ
る環境活動が相対的に小さくなってしまう事を避けるため、及び給油船の燃料消費は、
顧客からの納入指定場所・気象・海象等当社にてコントロールし難い部分も有ること
等から努力目標として別に管理する事とした。 

・具体的な数値目標としては、当社は省エネ法の特定荷主には該当しない(概算 2千万 t･
km以下)と考えられるが、毎年原単位１％改善を努力目標と設定した。 

・また、2017年 6月に竣工した、新造給油船「テクノスター」により一回の補油量が 1.5
倍となったため、京浜地区に於ける運行効率は改善された。 

・２２年度 4 月には「内航船省エネ格付制度」最高ランクを取得した、「テクノエース」
が就航しており、京浜地区における給油船の輸送効率をさらに向上させる事ができた。 

・「テクノエース」の就航により、当面京浜地区における当社の給油船の体制は「テクノ
スター」「ペトロスター」と併せて３隻体制の運用を行い商圏の拡大を目指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.134 4.091 4.049

2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

3.128 3.096 3.064

2021年度比2%削減 2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

2021年度比2%削減

4.875

2021年度比3%削減 2021年度比4%削減

4.825 4.775

関西

4.218

2023年度単位 2021年度
各項目

給油船効率運航
2021年度比2%削減

東京

ℓ/kℓ

ℓ/kℓ

2024年度

全社

単年度目標 中期目標

3.192

基準年度

ℓ/kℓ 4.974

2025年度
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６．代表者による全体の評価と見直し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
以上 

(2023年 6月作成) 

見直し報告書番号 見直し実施日

年 6 月 16 日

見直しの種類

定 期 臨 時

１． インプット情報
1） 環境目標・実施計画・状況、達成
2） 法遵守状況
3） 教育･訓練実施状況・評価
4） 外部からのクレーム
5） 緊急事態のテスト結果
6） 是正処置・予防処置の結果

２． 評価

1) 環境経営システムが有効に機能しているか

評価に使用した記録

　環境目標、実施計画、実施状況、達成状況等

2) 環境への取組は適切に実施されているか

評価に使用した記録

　同上

３． 見直し結果(変更の必要性)

環境経営方針

環境経営目標

環境経営活動計画

環境経営システム

４． 環境関連法規への違反なく、外部からの苦情・要望等１件もなく、

是正処置・予防処置についての必要性もなかった。

５． システム見直し指示事項（社長→環境管理責任者）

環境管理責任者(ﾃﾞｰﾀ作成)　→　経営者見直し、評価、指示
評価：原則年度初め

2023

経営者によるシステムの取組状況の評価及び見直し報告書

現状の体制を維持する。

社員全員が同じ意識を持って環境活動に取組んでいけるよう、当社ポータルサイト
等を利用し活動内容の周知徹底をはかること。

優　・　良　・　可　・　否

優　・　良　・　可　・　否

有　・　無

有の場合の対策、その他備考

有　・　無

有　・　無

有　・　無
従来の活動計画を引き続き実施していく。

基本的に現状の目標を維持していくが、目標
を大きく下回った項目については、必要に応
じて、目標の見直しを行うこと。

現状の方針を維持して、各環境活動を取組ん
でいく。


